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(57)【要約】
【課題】高い短絡電流密度が得ることができる２種の溶媒を含むインク組成物を提供する
。
【解決手段】P型半導体材料と、N型半導体材料と、第一溶媒及び第二溶媒を含む２種以上
の溶媒とを含むインク組成物であって、第一溶媒及び第二溶媒の重量の合計が、該インク
組成物が含む全溶媒を１００重量％として７０重量％以上であり；第一溶媒の沸点が第二
溶媒の沸点より低く；第一溶媒の沸点が120℃以上400℃以下であり；かつ第一溶媒の水素
結合ハンセン溶解度パラメータH1(MPa0.5)と第二溶媒の水素結合ハンセン溶解度パラメー
タH2（MPa0.5）が、0.5≦(H2-H1)≦5.0の関係にあるインク組成物。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　P型半導体材料と、N型半導体材料と、第一溶媒及び第二溶媒を含む２種以上の溶媒とを
含むインク組成物であって、
　第一溶媒及び第二溶媒の重量の合計が該インク組成物が含む全溶媒を１００重量％とし
て７０重量％以上であり；
　第一溶媒の沸点が第二溶媒の沸点より低く；
　第一溶媒の沸点が120℃以上400℃以下であり；かつ
　第一溶媒の水素結合ハンセン溶解度パラメータH1(MPa0.5)と第二溶媒の水素結合ハンセ
ン溶解度パラメータH2（MPa0.5）が、0.5≦(H2-H1)≦5.0の関係にあるインク組成物。
【請求項２】
　第一溶媒の重量が、全溶媒中最大である、請求項１に記載のインク組成物。
【請求項３】
　第二溶媒の重量が、第一溶媒の重量と同量又は全溶媒中二番目に大きい、請求項２に記
載のインク組成物。
【請求項４】
　第一溶媒の極性ハンセン溶解度パラメータP1(MPa0.5)と第二溶媒の極性ハンセン溶解度
パラメータP2（MPa0.5）が、1.0≦(P2-P1)≦9.0の関係にある請求項１～３のいずれか一
項に記載のインク組成物。
【請求項５】
　第一溶媒が芳香族炭化水素溶媒である請求項１～４のいずれか一項に記載のインク組成
物。
【請求項６】
　第二溶媒がエーテル溶媒、芳香族炭化水素溶媒、ケトン溶媒またはエステル溶媒である
請求項１～５のいずれか一項に記載のインク組成物。
【請求項７】
　P型半導体材料が高分子化合物である請求項１～６のいずれか一項に記載のインク組成
物。
【請求項８】
　N型半導体材料がフラーレン又はフラーレン誘導体である請求項１～７のいずれか一項
に記載のインク組成物。
【請求項９】
　請求項１～８のいずれか一項に記載のインク組成物を用いて成膜した薄膜。
【請求項１０】
　第１の電極と第２の電極とを有し、前記第１の電極及び前記第２の電極の間に活性層と
して請求項９に記載の薄膜を有する有機光電変換素子。
【請求項１１】
　請求項１０に記載の有機光電変換素子を有する太陽電池モジュール。
【請求項１２】
　請求項１０に記載の有機光電変換素子を有するセンサー。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、インク組成物およびそれを用いて製造した光電変換素子に関する。
【背景技術】
【０００２】
　有機薄膜太陽電池は、塗布プロセスのみで安価に製造できる可能性があり、近年注目さ
れている。塗布プロセスで有機薄膜太陽電池を作製する場合、それが有する活性層は一般
的に活性層の構成材料と溶媒とを含むインク組成物を用いて成膜することで形成されるこ
とが知られている。（特許文献１及び特許文献２）
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【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特表２０１３－５３３６０６号公報
【特許文献２】特表２０１１－５００５００号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　有機薄膜太陽電池において、その短絡電流密度を高めることは、その光電変換効率を高
める上で重要である。しかしながら、P型半導体材料とN型半導体材料と溶媒とを含む従来
のインク組成物を用いて成膜した薄膜を活性層として用いても、必ずしも高い短絡電流密
度を得ることができなかった。
【０００５】
　本発明は、高い短絡電流密度が得ることができる複数の溶媒を含むインク組成物を提供
することを目的とする。本発明はまた、前記インク組成物を用いて製造した光電変換素子
を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明は以下のとおりである。
〔１〕P型半導体材料と、N型半導体材料と、第一溶媒及び第二溶媒を含む２種以上の溶媒
とを含むインク組成物であって、
　第一溶媒及び第二溶媒の重量の合計が、該インク組成物が含む全溶媒を１００重量％と
して７０重量％以上であり；
　第一溶媒の沸点が第二溶媒の沸点より低く；
　第一溶媒の沸点が120℃以上400℃以下であり；かつ
　第一溶媒の水素結合ハンセン溶解度パラメータH1(MPa0.5)と第二溶媒の水素結合ハンセ
ン溶解度パラメータH2（MPa0.5）が、0.5≦(H2-H1)≦5.0の関係にあるインク組成物。
【０００７】
〔２〕第一溶媒の重量が、全溶媒中最大である、前記〔１〕に記載のインク組成物。
【０００８】
〔３〕第二溶媒の重量が、第一溶媒の重量と同量又は全溶媒中二番目に大きい、前記〔２
〕に記載のインク組成物。
【０００９】
〔４〕第一溶媒の極性ハンセン溶解度パラメータP1(MPa0.5)と第二溶媒の極性ハンセン溶
解度パラメータP2（MPa0.5）が、1.0≦(P2-P1)≦9.0の関係にある前記〔１〕～〔３〕の
いずれかに記載のインク組成物。
【００１０】
〔５〕第一溶媒が芳香族炭化水素溶媒である前記〔１〕～〔４〕のいずれかに記載のイン
ク組成物。
【００１１】
〔６〕第二溶媒がエーテル溶媒、芳香族炭化水素溶媒、ケトン溶媒またはエステル溶媒で
ある前記〔１〕～〔５〕のいずれかに記載のインク組成物。
【００１２】
〔７〕P型半導体材料が高分子化合物である前記〔１〕～〔６〕のいずれかに記載のイン
ク組成物。
【００１３】
〔８〕N型半導体材料がフラーレン又はフラーレン誘導体である前記〔１〕～〔７〕のい
ずれかに記載のインク組成物。
【００１４】
〔９〕前記〔１〕～〔８〕のいずれかに記載のインク組成物を用いて成膜した薄膜。
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【００１５】
〔１０〕第１の電極と第２の電極とを有し、前記第１の電極及び前記第２の電極の間に活
性層として前記薄膜を有する有機光電変換素子。
【００１６】
〔１１〕前記〔１０〕記載の有機光電変換素子を有する太陽電池モジュール。
【００１７】
〔１２〕前記〔１０〕記載の有機光電変換素子を有するセンサー。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
＜共通する用語の説明＞
【００１９】
　「高分子化合物」とは、分子量分布を有し、ポリスチレン換算の数平均分子量が、１×
103～１×108である重合体を意味する。高分子化合物に含まれる構成単位は、合計100モ
ル％である。
【００２０】
　「低分子化合物」とは、分子量分布を有さず、分子量が１×104以下の化合物を意味す
る。
【００２１】
　「構成単位」とは、高分子化合物中に１個以上存在する単位を意味する。
【００２２】
　「水素原子」は、軽水素原子であっても重水素原子であってもよい。
【００２３】
　「ハロゲン原子」は、フッ素原子、塩素原子、臭素原子及びヨウ素原子が挙げられる。
【００２４】
　「アルキル基」は、直鎖、分岐および環状のいずれでもよい。直鎖のアルキル基の炭素
原子数は、置換基の炭素原子数を含まないで、通常１～50であり、好ましくは３～30であ
り、より好ましくは４～20である。分岐および環状のアルキル基の炭素原子数は、置換基
の炭素原子数を含まないで、通常３～50であり、好ましくは３～30であり、より好ましく
は４～20である。
【００２５】
　アルキル基は、置換基を有していてもよく、アルキル基の例としては、メチル基、エチ
ル基、n-プロピル基、イソプロピル基、n-ブチル基、イソブチル基、tert-ブチル基、n-
ペンチル基、イソアミル基、2-エチルブチル基、n-ヘキシル基、シクロヘキシル基、n-ヘ
プチル基、シクロヘキシルメチル基、シクロヘキシルエチル基、n-オクチル基、2-エチル
ヘキシル基、3-n-プロピルヘプチル基、アダマンチル基、n-デシル基、3,7-ジメチルオク
チル基、2-エチルオクチル基、2-n-ヘキシル-デシル基、n-ドデシル基、テトラデシル基
、ヘキサデシル墓、オクタデシル基、エイコシル基等の非置換アルキル基；トリフルオロ
メチル基、ペンタフルオロエチル基、パーフルオロブチル基、パーフルオロヘキシル基、
パーフルオロオクチル基、3-フェニルプロピル基、3-(4-メチルフェニル）プロピル基、3
-(3,5-ジ-n-ヘキシルフェニル)プロピル基、6-エチルオキシヘキシル基等の置換アルキル
基が挙げられる。
【００２６】
　原子１個を除いた残りの原子団を意味する。アリール基の炭素原子数は、置換基の炭素
原子数を含まないで、通常６～60であり、好ましくは６～20であり、より好ましくは６～
10である。
【００２７】
　アリール基は、置換基を有していてもよく、アリール基の例としては、フェニル基、1-
ナフチル基、2-ナフチル基、1-アントラセニル基、2-アントラセニル基、9-アントラセニ
ル基、1-ピレニル基、2-ピレニル基、4-ピレニル基、2-フルオレニル基、3-フルオレニル
基、4-フルオレニル基、2-フェニルフェニル基、3-フェニルフェニル基、4-フェニルフェ
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ニル基、および、これらの基における水素原子が、アルキル基、アルコキシ基、アリール
基、フッ素原子等で置換された基が挙げられる。
【００２８】
　「アルコキシ基」は、直鎖、分岐および環状のいずれでもよい。直鎖のアルコキシ基の
炭素原子数は、置換基の炭素原子数を含まないで、通常１～40であり、好ましくは４～10
である。分岐および環状のアルコキシ基の炭素原子数は、置換基の炭素原子数を含まない
で、通常３～40であり、好ましくは４～10である。
【００２９】
　アルコキシ基は、置換基を有していてもよく、アルコキシ基の例としては、メトキシ基
、エトキシ基、n-プロピルオキシ基、イソプロピルオキシ基、n-ブチルオキシ基、イソブ
チルオキシ基、tert-ブチルオキシ基、n-ペンチルオキシ基、n-ヘキシルオキシ基、シク
ロヘキシルオキシ基、n-ヘプチルオキシ基、n-オクチルオキシ基、2-エチルヘキシルオキ
シ基、n-ノニルオキシ基、n-デシルオキシ基、3,7-ジメチルオクチルオキシ基、ラウリル
オキシ基が挙げられる。
【００３０】
　「アリールオキシ基」の炭素原子数は、置換基の炭素原子数を含まないで、通常６～60
であり、好ましくは７～48である。
【００３１】
　アリールオキシ基は、置換基を有していてもよく、アルキル基の例としては、フェノキ
シ基、1-ナフチルオキシ基、2-ナフチルオキシ基、1-アントラセニルオキシ基、9-アント
ラセニルオキシ基、1-ピレニルオキシ基、および、これらの基における水素原子が、アル
キル基、アルコキシ基、フッ素原子等で置換された基が挙げられる。
【００３２】
　「アルキルチオ基」は、直鎖、分岐および環状のいずれでもよい。直鎖のアルコキシ基
の炭素原子数は、置換基の炭素原子数を含まないで、通常１～40であり、好ましくは４～
10である。分岐および環状のアルコキシ基の炭素原子数は、置換基の炭素原子数を含まな
いで、通常３～40であり、好ましくは４～10である。
【００３３】
　アルキルチオ基は、置換基を有していてもよく、アルキルチオ基の例としては、メチル
チオ基、エチルチオ基、プロピルチオ基、イソプロピルチオ基、ブチルチオ基、イソブチ
ルチオ基、ｔｅｒｔ－ブチルチオ基、ペンチルチオ基、ヘキシルチオ基、シクロヘキシル
チオ基、ヘプチルチオ基、オクチルチオ基、２－エチルヘキシルチオ基、ノニルチオ基、
デシルチオ基、３，７－ジメチルオクチルチオ基、ラウリルチオ基及びトリフルオロメチ
ルチオ基が挙げられる。
【００３４】
　「アリールチオ基」の炭素原子数は、置換基の炭素原子数を含まないで、通常６～60で
あり、好ましくは７～48である。
【００３５】
　アリールチオ基は、置換基を有していてもよく、アリールチオ基の例としては、フェニ
ルチオ基、Ｃ１～Ｃ１２アルキルオキシフェニルチオ基（Ｃ１～Ｃ１２は、炭素数１～１
２であることを示す。以下も同様である。）、Ｃ１～Ｃ１２アルキルフェニルチオ基、１
－ナフチルチオ基、２－ナフチルチオ基及びペンタフルオロフェニルチオ基が挙げられる
。
【００３６】
　「ｐ価の複素環基」（ｐは、１以上の整数を表す。）とは、複素環式化合物から、環を
構成する炭素原子またはヘテロ原子に直接結合している水素原子のうちｐ個の水素原子を
除いた残りの原子団を意味する。ｐ価の複素環基の中でも、芳香族複素環式化合物から、
環を構成する炭素原子またはヘテロ原子に直接結合している水素原子のうちｐ個の水素原
子を除いた残りの原子団である「ｐ価の芳香族複素環基」が好ましい。
【００３７】
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　「芳香族複素環式化合物」は、オキサジアゾール、チアジアゾール、チアゾール、オキ
サゾール、チオフェン、ピロール、ホスホール、フラン、ピリジン、ピラジン、ピリミジ
ン、トリアジン、ピリダジン、キノリン、イソキノリン、カルバゾール、ジベンゾシロー
ル、ジベンゾホスホール等の複素環自体が芳香族性を示す化合物；および、フェノキサジ
ン、フェノチアジン、ジベンゾボロール、ジベンゾシロール、ベンゾピラン等の複素環自
体は芳香族性を示さなくとも、複素環に芳香環が縮環されている化合物を意味する。
【００３８】
　１価の複素環基の炭素原子数は、置換基の炭素原子数を含まないで、通常、２～60であ
り、好ましくは４～20である。
【００３９】
　１価の複素環基は、置換基を有していてもよく、１価の複素環基の例としては、例えば
、チエニル基、ピロリル基、フリル基、ピリジル基、ピペリジル基、キノリル基、イソキ
ノリル基、ピリミジニル基、トリアジニル基、および、これらの基における水素原子が、
アルキル基、アルコキシ基等で置換された基が挙げられる。
【００４０】
　「置換アミノ基」は、２つの置換基を有するアミノ基である。アミノ基が有する置換基
の例としては、アルキル基、アリール基または１価の複素環基が好ましい。
　置換アミノ基の炭素原子数は、通常２～３０である。
【００４１】
　置換アミノ基の例としては、例えば、ジメチルアミノ基、ジエチルアミノ基のジアルキ
ルアミノ基；ジフェニルアミノ基、ビス(4-メチルフェニル）アミノ基、ビス(4-tert-ブ
チルフェニル）アミノ基、ビス(3,5-ジ-tert-ブチルフェニル）アミノ基等のジアリール
アミノ基が挙げられる。
【００４２】
　「アシル基」は、炭素数が通常２～２０程度であり、好ましくは炭素数２～１８であり
、その例としては、アセチル基、プロピオニル基、ブチリル基、イソブチリル基、ピバロ
イル基、ベンゾイル基、トリフルオロアセチル基、ペンタフルオロベンゾイル基などが例
示される。
【００４３】
　「イミン残基」は、イミン化合物（分子内に、－Ｎ＝Ｃ-を持つ有機化合物のことをい
う。その例として、アルジミン、ケチミン及びこれらのＮ上の水素原子が、アルキル基等
で置換された化合物があげられる）から水素原子１個を除いた残基があげられ、通常炭素
数２～２０程度であり、好ましくは炭素数２～１８である。イミン残基の例としては、以
下の構造式で示される基などが挙げられる。
【００４４】
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【００４５】
　「置換アミド基」は、炭素数が通常２～２０程度であり、好ましくは炭素数２～１８で
あり、置換アミド基の例としては、ホルムアミド基、アセトアミド基、プロピオアミド基
、ブチロアミド基、ベンズアミド基、トリフルオロアセトアミド基、ペンタフルオロベン
ズアミド基、ジホルムアミド基、ジアセトアミド基、ジプロピオアミド基、ジブチロアミ
ド基、ジベンズアミド基、ジトリフルオロアセトアミド基、ジペンタフルオロベンズアミ
ド基などがあげられる。
【００４６】
　「酸イミド基」としては、酸イミドからその窒素原子に結合した水素原子を除いて得ら
れる残基が挙げられ、炭素数が４～２０程度であり、酸イミド基の例としては、以下に示
す基などがあげられる。
【００４７】
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【化２】

【００４８】
　「置換カルボキシル基」は、アルキル基、アリール基、アリールアルキル基又は１価の
複素環基で置換されたカルボキシル基をいい、炭素数が通常２～６０程度であり、好まし
くは炭素数２～４８である。
【００４９】
　「置換カルボキシル基」の例としては、メトキシカルボニル基、エトキシカルボニル基
、プロポキシカルボニル基、イソプロポキシカルボニル基、ブトキシカルボニル基、イソ
ブトキシカルボニル基、ｔ－ブトキシカルボニル基、ペンチルオキシカルボニル基、ヘキ
シロキシカルボニル基、シクロヘキシロキシカルボニル基、ヘプチルオキシカルボニル基
、オクチルオキシカルボニル基、２－エチルヘキシロキシカルボニル基、ノニルオキシカ
ルボニル基、デシロキシカルボニル基、３，７－ジメチルオクチルオキシカルボニル基、
ドデシルオキシカルボニル基、トリフルオロメトキシカルボニル基、ペンタフルオロエト
キシカルボニル基、パーフルオロブトキシカルボニル基、パーフルオロヘキシルオキシカ
ルボニル基、パーフルオロオクチルオキシカルボニル基、フェノキシカルボニル基、ナフ
トキシカルボニル基、ピリジルオキシカルボニル基、などが挙げられる。
【００５０】
　「アルケニル基」は、直鎖、分岐または環状のいずれでもよい。直鎖のアルケニル基の
炭素原子数は、置換基の炭素原子数を含まないで、通常２～３０であり、好ましくは３～
２０である。分岐および環状のアルケニル基の炭素原子数は、置換基の炭素原子数を含ま
ないで、通常３～３０であり、好ましくは４～２０である。
　アルケニル基は、置換基を有していてもよく、アルケニル基の例としては、ビニル基、
１－プロペニル基、２－プロペニル基、２－ブテニル基、３－ブテニル基、３－ペンテニ
ル基、４－ペンテニル基、１－ヘキセニル基、５－ヘキセニル基、７－オクテニル基、お
よび、これらの基が置換基を有する基が挙げられる。
【００５１】
　「アルキニル基」は、直鎖、分岐または環状のいずれでもよい。アルキニル基の炭素原
子数は、置換基の炭素原子を含まないで、通常２～２０であり、好ましくは３～２０であ
る。分岐および環状のアルキニル基の炭素原子数は、置換基の炭素原子を含まないで、通
常４～３０であり、好ましくは４～２０である。
　アルキニル基は、置換基を有していてもよく、アルキニル基の例としては、エチニル基
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、１－プロピニル基、２－プロピニル基、２－ブチニル基、３－ブチニル基、３－ペンチ
ニル基、４－ペンチニル基、１－ヘキシニル基、５－ヘキシニル基、および、これらの基
が置換基を有する基が挙げられる。
【００５２】
＜インク組成物＞
　本発明のインク組成物は、P型半導体材料と、N型半導体材料と、重量の合計が全溶媒を
１００重量％として７０重量％以上である２種の溶媒とを含むインク組成物であって、前
記２種の溶媒のうち、沸点が低い方を第一溶媒とし、沸点が高い方を第二溶媒としたとき
、第一溶媒の水素結合ハンセン溶解度パラメータH1(MPa0.5)と第二溶媒の水素結合ハンセ
ン溶解度パラメータH2（MPa0.5）が、0.5≦(H2-H1)≦5.0の関係にある、インク組成物で
ある。
　即ち、本発明のインク組成物は、P型半導体材料と、N型半導体材料と、第一溶媒及び第
二溶媒を含む２種以上の溶媒とを含むインク組成物であって、第一溶媒及び第二溶媒の重
量の合計が該インク組成物が含む全溶媒を１００重量％として７０重量％以上であり；
　第一溶媒の沸点が第二溶媒の沸点より低く；かつ
　第一溶媒の水素結合ハンセン溶解度パラメータH1(MPa0.5)と第二溶媒の水素結合ハンセ
ン溶解度パラメータH2（MPa0.5）が、0.5≦(H2-H1)≦5.0の関係にあるインク組成物であ
る。
　尚、第一溶媒及び第二溶媒の重量の合計の上限は全溶媒を１００重量％として１００重
量％である。
　また、本発明のインク組成物における第一溶媒の沸点は120℃以上400℃以下である。
【００５３】
　本発明のインク組成物には、第一の溶媒及び第二の溶媒以外に、さらに他の溶媒が１種
以上含まれていてもよい。第一の溶媒の重量は、インク組成物に含まれる全溶媒中、最大
であることが好ましい。すなわち、第一の溶媒の重量は、全溶媒１００重量％中、３５重
量％以上であることが好ましく、５０重量％以上であることがより好ましい。また、第一
の溶媒の重量が全溶媒中最大のとき、第二溶媒の重量は、第一溶媒の重量と同量又は全溶
媒中二番目に大きいことが好ましい。なお、第一溶媒と第二溶媒の重量が同じである場合
は、たとえば全溶媒１００重量％中、第一の溶媒と第二溶媒がともに３５重量％である場
合や、ともに５０重量％である場合が挙げられる。
【００５４】
［ハンセン溶解度パラメータ］
　本発明で用いる水素結合ハンセン溶解度パラメータおよび極性ハンセン溶解度パラメー
タは、「Hansen　solubility　parameters　in　practice　4th　edition」の値を使用す
る。
【００５５】
　本発明のインク組成物は、通常第一溶媒の水素結合ハンセン溶解度パラメータH1（MPa0
.5）と第二溶媒の水素結合ハンセン溶解度パラメータH2（MPa0.5）の差が、0.5≦(H2-H1)
≦5.0の範囲にあり、高い短絡電流密度を得る観点から、1.0≦(H2-H1)≦5.0であることが
好ましく、1.7≦(H2-H1)≦5.0であることがより好ましく、2.1≦(H2-H1)≦5.0であること
がさらに好ましく、2.4≦(H2-H1)≦5.0であることがさらにより好ましく、2.4≦(H2-H1)
≦4.6であることがさらにより好ましい。
【００５６】
　さらに高い短絡電流密度を得る観点から、第一溶媒の極性ハンセン溶解度パラメータP1
（MPa0.5）と第二溶媒の極性ハンセン溶解度パラメータP2（MPa0.5）の差が、1.0≦(P2-P
1)≦9.0の範囲にあることが好ましく、2.0≦(P2-P1)≦9.0であることがより好ましく、3.
5≦(P2-P1)≦9.0であることがさらに好ましく、3.5≦(P2-P1)≦7.5であることがさらに好
ましい。
【００５７】
［沸点］
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　本発明のインク組成物が含む、第一溶媒の沸点は第二溶媒の沸点よりも低い。高い電流
密度を得る観点から第一溶媒と第二溶媒の沸点差が、5℃以上200℃以下であることが好ま
しく、10℃以上180℃以下であることがより好ましい。
【００５８】
　第一溶媒の沸点は、140℃以上であることが好ましく、150℃以上であることがより好ま
しい。また、第一溶媒の沸点は、350℃以下であることが好ましく、300℃以下であること
がより好ましい。
【００５９】
［第一溶媒］
　本発明のインク組成物が含む第一溶媒は、インク組成物中のP型半導体材料に対して溶
解性を有する溶媒であることが好ましく、P型半導体材料及びN型半導体材料の両方に対し
て溶解性を有する溶媒であることがより好ましい。
第一溶媒の例、1,2-ジクロロエタン、1,1,2-トリクロロエタン、クロロベンゼン、o-ジク
ロロベンゼン、1,2,4-トリクロロベンゼン、1-クロロナフタレン等の塩素溶媒；テトラヒ
ドロフラン、ジオキサン、アニソール、4-メチルアニソール、ジフェニルエーテル、ジベ
ンジルエーテル等のエーテル溶媒；トルエン、o-キシレン、m-キシレン、p-キシレン、メ
シチレン、プソイドクメン、1,2,3,5-テトラメチルベンゼン、エチルベンゼン、n-ヘキシ
ルベンゼン、シクロヘキシルベンゼン、1-メチルナフタレン等の芳香族炭化水素溶媒；シ
クロヘキサン、メチルシクロヘキサン、n-ペンタン、n-ヘキサン、n-へプタン、n-オクタ
ン、n-ノナン、n-デカン、n-デカン、ビシクロヘキシル等の脂肪族炭化水素溶媒；アセト
ン、メチルエチルケトン、シクロヘキサノン、アセトフェノン、プロピオフェノン等のケ
トン溶媒；酢酸エチル、酢酸ブチル、酢酸フェニル、エチルセルソルブアセテート、安息
香酸メチル、安息香酸ブチル、安息香酸ベンジル等のエステル溶媒；エチレングリコール
、グリセリン、1,2-ヘキサンジオール等の多価アルコール溶媒；イソプロピルアルコール
、シクロヘキサノール等のアルコール系溶媒；ジメチルスルホキシド等のスルホキシド溶
媒；N-メチル-2-ピロリドン、N,N-ジメチルホルムアミド等のアミド溶媒が挙げられる。
【００６０】
　第一溶媒は、P型半導体材料の溶解性の観点から塩素溶媒または芳香族炭化水素溶媒で
あることが好ましく、芳香族炭化水素溶媒であることがさらに好ましい。
【００６１】
　第一溶媒は、P型半導体材料の溶解性の観点から芳香族炭化水素溶媒の中では、アルキ
ル基を置換基として有している化合物であることが好ましくメチル基を置換基として有し
ている化合物であることが好ましい。
【００６２】
　第一溶媒は、良好な薄膜を得る観点から芳香族炭化水素溶媒の中では、アルキル基で置
換されたベンゼンであることが好ましく、トルエン、o-キシレン、m-キシレン、p-キシレ
ン、メシチレン、プソイドクメン、1,2,3,5-テトラメチルベンゼン、エチルベンゼン、n-
ヘキシルベンゼンまたはシクロヘキシルベンゼンであることがより好ましく、トルエン、
o-キシレン、m-キシレン、p-キシレン、メシチレン、プソイドクメンまたは1,2,3,5-テト
ラメチルベンゼンであることがさらに好ましく、メシチレン、プソイドクメンまたは1,2,
3,5-テトラメチルベンゼンであることがさらにより好ましい。
【００６３】
［第二溶媒］
　本発明のインク組成物が含む第二溶媒は、インク組成物中のN型半導体材料に対して溶
解性を有する溶媒であることが好ましい。第二溶媒としては、例えば、1,2-ジクロロエタ
ン、1,1,2-トリクロロエタン、クロロベンゼン、o-ジクロロベンゼン、1,2,4-トリクロロ
ベンゼン、1-クロロナフタレン等の塩素溶媒；テトラヒドロフラン、ジオキサン、アニソ
ール、4-メチルアニソール、ジフェニルエーテル、ジベンジルエーテル等のエーテル溶媒
；トルエン、o-キシレン、m-キシレン、p-キシレン、メシチレン、プソイドクメン、1,2,
3,5-テトラメチルベンゼン、エチルベンゼン、n-ヘキシルベンゼン、シクロヘキシルベン
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ゼン、1-メチルナフタレン等の芳香族炭化水素溶媒；シクロヘキサン、メチルシクロヘキ
サン、n-ペンタン、n-ヘキサン、n-へプタン、n-オクタン、n-ノナン、n-デカン、n-デカ
ン、ビシクロヘキシル等の脂肪族炭化水素溶媒；アセトン、メチルエチルケトン、シクロ
ヘキサノン、アセトフェノン、プロピオフェノン等のケトン溶媒；酢酸エチル、酢酸ブチ
ル、酢酸フェニル、エチルセルソルブアセテート、安息香酸メチル、安息香酸ブチル、安
息香酸ベンジル等のエステル溶媒；エチレングリコール、グリセリン、1,2-ヘキサンジオ
ール等の多価アルコール溶媒；イソプロピルアルコール、シクロヘキサノール等のアルコ
ール溶媒；ジメチルスルホキシド等のスルホキシド溶媒；N-メチル-2-ピロリドン、N,N-
ジメチルホルムアミド等のアミド溶媒が挙げられる。
【００６４】
　第二溶媒は、良好な薄膜を得る観点から芳香族炭化水素環を有していることが好ましく
、塩素溶媒としては、クロロベンゼン、o-ジクロロベンゼン、1,2,4-トリクロロベンゼン
、1-クロロナフタレン等；エーテル溶媒としてはアニソール、4-メチルアニソール、ジフ
ェニルエーテル、ジベンジルエーテル等；芳香族炭化水素溶媒としてはトルエン、o-キシ
レン、m-キシレン、p-キシレン、メシチレン、プソイドクメン、1,2,3,5-テトラメチルベ
ンゼン、エチルベンゼン、n-ヘキシルベンゼン、シクロヘキシルベンゼン、1-メチルナフ
タレン等；ケトン溶媒としてはアセトフェノン、プロピオフェノン等；エステル溶媒とし
ては酢酸フェニル、安息香酸メチル、安息香酸ブチル、安息香酸ベンジル等が好ましく、
塩素溶媒としては、クロロベンゼン、o-ジクロロベンゼン、1,2,4-トリクロロベンゼン；
エーテル溶媒としては4-メチルアニソール、ジフェニルエーテル、ジベンジルエーテル；
芳香族炭化水素溶媒としては1,2,3,5-テトラメチルベンゼン、エチルベンゼン、n-ヘキシ
ルベンゼン、シクロヘキシルベンゼン；ケトン溶媒としてはアセトフェノン、プロピオフ
ェノン；エステル溶媒としては安息香酸メチル、安息香酸ブチル、安息香酸ベンジルがさ
らに好ましい。
【００６５】
　第二溶媒は、N型半導体材料の溶解性の観点からエーテル溶媒、芳香族炭化水素溶媒、
ケトン溶媒またはエステル溶媒であることが好ましく、エーテル溶媒、ケトン溶媒または
エステル溶媒であることがさらに好ましく、ケトン溶媒またはエステル溶媒であることが
さらにより好ましい。
【００６６】
［第一溶媒および第二溶媒以外の溶媒］
　本発明のインク組成物は、第一溶媒および第二溶媒以外に他の溶媒を含んでいてもよい
。他の溶媒が含まれる場合、他の溶媒としては、第一溶媒より沸点が高い溶媒が好ましく
、第一溶媒と他の溶媒とのハンセン溶解度パラメータの差が、上記に記載した第一溶媒と
第二溶媒のハンセン溶解度パラメータの差の好ましい範囲に入る溶媒であることが好まし
い。即ち、第一溶媒の水素結合ハンセン溶解度パラメータH1(MPa0.5)と他の溶媒の水素結
合ハンセン溶解度パラメータH3（MPa0.5）が1.0≦(H3-H1)≦5.0であることが好ましく、1
.7≦(H3-H1)≦5.0であることがより好ましく、2.1≦(H3-H1)≦5.0であることがさらに好
ましく、2.4≦(Ｈ3-H1)≦5.0であることがさらにより好ましく、2.4≦(H3-H1)≦4.6であ
ることがさらにより好ましい。他の溶媒は、例えば、第二溶媒の例から選ばれる。
【００６７】
　他の溶媒としては、第二溶媒より沸点が高い溶媒が好ましい。
【００６８】
［第一溶媒と第二溶媒の組み合わせ］
　本発明のインク組成物に含まれる第一溶媒と第二溶媒の重量の合計は、全溶媒を１００
重量％として７０重量％以上であり、P型半導体材料および/またはN型半導体材料の溶解
性の観点から、８０重量％以上であることが好ましく、９０重量％以上であることがより
好ましい。本発明のインク組成物の第一溶媒と第二溶媒の比率は、P型半導体材料とN型半
導体材料の溶解性の観点から、重量比（第一溶媒の重量：第二溶媒の重量）で５０：５０
～９９．９：０．１の範囲であることが好ましく、５０：５０～９９：１であることがよ
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り好ましく、７０：３０～９９：１であることがさらに好ましく、９０：１０～９９：１
であることがさらにより好ましい。
【００６９】
　第一溶媒と第二溶媒の組み合わせ（第一溶媒/第二溶媒）の例としては、トルエン／ジ
フェニルエーテル、トルエン／ジベンジルエーテル、トルエン／1,2,3,5-テトラメチルベ
ンゼン、トルエン／アセトフェノン、トルエン／プロピオフェノン、トルエン／安息香酸
メチル、トルエン／安息香酸ブチル、トルエン／安息香酸ベンジル、o-キシレン／ジフェ
ニルエーテル、o-キシレン／ジベンジルエーテル、o-キシレン／1,2,3,5-テトラメチルベ
ンゼン、o-キシレン／アセトフェノン、o-キシレン／プロピオフェノン、o-キシレン／安
息香酸メチル、o-キシレン／安息香酸ブチル、o-キシレン／安息香酸ベンジル、m-キシレ
ン／ジフェニルエーテル、m-キシレン／ジベンジルエーテル、m-キシレン／1,2,3,5-テト
ラメチルベンゼン、m-キシレン／アセトフェノン、m-キシレン／プロピオフェノン、m-キ
シレン／安息香酸メチル、m-キシレン／安息香酸ブチル、m-キシレン／安息香酸ベンジル
、p-キシレン／ジフェニルエーテル、p-キシレン／ジベンジルエーテル、p-キシレン／1,
2,3,5-テトラメチルベンゼン、p-キシレン／アセトフェノン、p-キシレン／プロピオフェ
ノン、p-キシレン／安息香酸メチル、p-キシレン／安息香酸ブチル、p-キシレン／安息香
酸ベンジル、メシチレン／ジフェニルエーテル、メシチレン／ジベンジルエーテル、メシ
チレン／1,2,3,5-テトラメチルベンゼン、メシチレン／アセトフェノン、メシチレン／プ
ロピオフェノン、メシチレン／安息香酸メチル、メシチレン／安息香酸ブチル、メシチレ
ン／安息香酸ベンジル、プソイドクメン／ジフェニルエーテル、プソイドクメン／ジベン
ジルエーテル、プソイドクメン／1,2,3,5-テトラメチルベンゼン、プソイドクメン／アセ
トフェノン、プソイドクメン／プロピオフェノン、プソイドクメン／安息香酸メチル、プ
ソイドクメン／安息香酸ブチル、プソイドクメン／安息香酸ベンジル、が挙げられる。
【００７０】
　第一溶媒と第二溶媒の組み合わせとしては、インク組成物の安定性の観点から、o-キシ
レン／ジフェニルエーテル、o-キシレン／ジベンジルエーテル、o-キシレン／1,2,3,5-テ
トラメチルベンゼン、o-キシレン／アセトフェノン、o-キシレン／プロピオフェノン、o-
キシレン／安息香酸メチル、o-キシレン／安息香酸ブチル、o-キシレン／安息香酸ベンジ
ル、m-キシレン／ジフェニルエーテル、m-キシレン／ジベンジルエーテル、m-キシレン／
1,2,3,5-テトラメチルベンゼン、m-キシレン／アセトフェノン、m-キシレン／プロピオフ
ェノン、m-キシレン／安息香酸メチル、m-キシレン／安息香酸ブチル、m-キシレン／安息
香酸ベンジル、p-キシレン／ジフェニルエーテル、p-キシレン／ジベンジルエーテル、p-
キシレン／1,2,3,5-テトラメチルベンゼン、p-キシレン／アセトフェノン、p-キシレン／
プロピオフェノン、p-キシレン／安息香酸メチル、p-キシレン／安息香酸ブチル、p-キシ
レン／安息香酸ベンジル、メシチレン／ジフェニルエーテル、メシチレン／ジベンジルエ
ーテル、メシチレン／1,2,3,5-テトラメチルベンゼン、メシチレン／アセトフェノン、メ
シチレン／プロピオフェノン、メシチレン／安息香酸メチル、メシチレン／安息香酸ブチ
ル、メシチレン／安息香酸ベンジル、プソイドクメン／ジフェニルエーテル、プソイドク
メン／ジベンジルエーテル、プソイドクメン／1,2,3,5-テトラメチルベンゼン、プソイド
クメン／アセトフェノン、プソイドクメン／プロピオフェノン、プソイドクメン／安息香
酸メチル、プソイドクメン／安息香酸ブチル、プソイドクメン／安息香酸ベンジルである
ことが好ましく、メシチレン／ジフェニルエーテル、メシチレン／ジベンジルエーテル、
メシチレン／1,2,3,5-テトラメチルベンゼン、メシチレン／アセトフェノン、メシチレン
／プロピオフェノン、メシチレン／安息香酸メチル、メシチレン／安息香酸ブチル、メシ
チレン／安息香酸ベンジル、プソイドクメン／ジフェニルエーテル、プソイドクメン／ジ
ベンジルエーテル、プソイドクメン／1,2,3,5-テトラメチルベンゼン、プソイドクメン／
アセトフェノン、プソイドクメン／プロピオフェノン、プソイドクメン／安息香酸メチル
、プソイドクメン／安息香酸ブチル、プソイドクメン／安息香酸ベンジルであることがよ
り好ましい。
【００７１】



(13) JP 2017-197765 A 2017.11.2

10

20

30

40

50

［P型半導体材料］
　本発明に使用されるP型半導体材料は、低分子化合物であっても高分子化合物であって
もよい。
【００７２】
　低分子化合物のP型半導体材料の例としては、フタロシアニン、金属フタロシアニン、
ポルフィリン、金属ポルフィリン、オリゴチオフェン、テトラセン、ペンタセン、ルブレ
ン等が挙げられる。
【００７３】
　高分子化合物のP型半導体材料の例としては、ポリビニルカルバゾール及びその誘導体
、ポリシラン及びその誘導体、側鎖又は主鎖に芳香族アミンを有するポリシロキサン誘導
体、ポリアニリン及びその誘導体、ポリチオフェン及びその誘導体、ベンゾジチオフェン
及びその誘導体、ポリピロール及びその誘導体、ポリフェニレンビニレン及びその誘導体
、ポリチエニレンビニレン及びその誘導体、ポリフルオレン及びその誘導体等が挙げられ
る。
【００７４】
　P型半導体材料は、インク組成物の安定性の観点から高分子化合物であることが好まし
い。
【００７５】
　本発明のインク組成物を用いて、光電変換素子を作製した際の光電変換効率の観点から
、前記高分子化合物が下記式（Ｉ）および／または下記式（ＩＩ）で示される繰り返し単
位を含む高分子化合物であることが好ましい。
【００７６】
【化３】

〔式（Ｉ）中、Ａｒ１及びＡｒ２は３価の芳香族複素環基を表し、Ｚは（Ｚ－１）～（Ｚ
－７）で示される２価の基を表す。〕
【００７７】

【化４】

〔式（ＩＩ）中、Ａｒ３は２価の芳香族複素環基を表す。〕
【００７８】
　式（Ｉ）中、Ｚは下記式（Ｚ－１）～式（Ｚ－７）のうちのいずれか１つで表される基
を表す。
【００７９】

【化５】

【００８０】
　式（Ｚ－１）～式（Ｚ－７）中、Ｒは、水素原子、ハロゲン原子、アルキル基、アリー
ル基、アルコキシ基、アリールオキシ基、アルキルチオ基、アリールチオ基、１価の複素
環基、置換アミノ基、アシル基、イミン残基、置換アミド基、酸イミド基、置換カルボキ
シル基、アルケニル基、アルキニル基、シアノ基またはニトロ基を表す。式（Ｚ－１）～
式（Ｚ－７）のそれぞれにおいて、Ｒが２つある場合、それらは同一でも相異なってもよ
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い。
【００８１】
　式（Ｉ）中、Ａｒ１及びＡｒ２で表される３価の芳香族複素環基とは、置換されていて
もよい芳香族性を有する複素環式化合物から、芳香環上の水素原子３個を除いた残りの原
子団をいう。３価の芳香族複素環基が有する炭素数は、通常２～６０であり、好ましくは
４～６０であり、より好ましくは４～２０である。
【００８２】
　芳香族性を有する複素環式化合物が有していてもよい置換基の例としては、ハロゲン原
子、アルキル基、アリール基、アルコキシ基、アリールオキシ基、アルキルチオ基、アリ
ールチオ基、１価の複素環基、置換アミノ基、アルケニル基、アルキニル基またはシアノ
基があげられる。
【００８３】
　前記式（Ｉ）で表される構成単位は、下記式（Ｉ－１）で表される構成単位であること
が好ましい。
【００８４】
【化６】

〔式（Ｉ－１）中、Ｚは前述と同様の意味を表す。〕
【００８５】
　式（Ｉ－１）で表される構成単位の例としては、式（５０１）～式（５０５）で表され
る構成単位が挙げられる。
【００８６】

【化７】

〔式中、Ｒは、前述と同じ意味を表わす。Ｒが２つある場合、それらは同一でも異なって
いてもよい。〕
【００８７】
　上記の式（５０１）～式（５０５）で表される構成単位の中でも、本発明の高効率な光
電変換素子を得る観点からは、式（５０１）、式（５０２）、式（５０３）、式（５０４
）で表される構成単位が好ましく、式（５０１）、式（５０４）で表される構成単位がよ
り好ましく、式（５０１）で表される構成単位が特に好ましい。
【００８８】
　式（ＩＩ）中、Ａｒ３で表される２価の芳香族複素環基とは、置換されていてもよい芳
香族性を有する複素環式化合物から、芳香環上の水素原子２個を除いた残りの原子団をい
う。２価の芳香族複素環基が有する炭素数は、通常２～６０であり、好ましくは４～６０
であり、より好ましくは４～２０である。
【００８９】
　芳香族性を有する複素環式化合物が有していてもよい置換基の例、ハロゲン原子、アル
キル基、アリール基、アルコキシ基、アリールオキシ基、アルキルチオ基、アリールチオ
基、１価の複素環基、置換アミノ基、アシル基、イミン残基、置換アミド基、酸イミド基
、置換カルボキシル基、アルケニル基、アルキニル基、シアノ基またはニトロ基があげら
れる。
【００９０】
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　Ａｒ３で表される２価の芳香族複素環基の例としては、下記式（１０１）～式（１８５
）が挙げられる。
【００９１】
【化８】

【００９２】
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【００９３】



(17) JP 2017-197765 A 2017.11.2

10

20

30

40

【化１０】

【００９４】
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（式中、Ｒは前述と同じ意味を表す。Ｒが複数ある場合、それらは同一でも異なっていて
もよい。）
【００９５】
　式（１０１）～式（１８１）で表される基の中でも、本発明のインク組成物が含有する
高分子化合物の合成の容易さの観点からは、式（１０２）、式（１０３）、式（１０５）
、式（１０９）、式（１１１）、式（１１３）、式（１１５）、式（１２０）、式（１２
１）、式（１２４）、式（１２５）、式（１２８）、式（１２９）、式（１３２）、式（
１３６）、式（１４０）、式（１４２）、式（１４６）、式（１４８）、式（１５２）、
式（１５４）、式（１５６）、式（１５９）、式（１６０）、式（１６３）、式（１７３
）、式（１７５）、式（１７６）、式（１７７）、式（１８２）、式（１８３）、式（１
８４）、および式（１８５）で表される基が好ましく、式（１２０）、式（１２１）、式
（１２４）、式（１２５）、式（１３２）、式（１３６）、式（１４０）、式（１４２）
、式（１４６）、式（１４８）、式（１５６））、式（１５９）、式（１６０）、式（１
６３）、式（１７３）、式（１７５）、式（１７６）、式（１８２）および式（１８４）
で表される基がより好ましく、式（１３６）、式（１４０）、式（１４２）、式（１４６
）、式（１４８）、式（１６０）、式（１６３）、式（１７３）、式（１７６）、式（１
８２）および式（１８４）で表される基がさらに好ましい。
【００９６】
　前記式（ＩＩ）で表される構成単位としては、下記式（ＩＩ－１）～（ＩＩ－６）で表
される構成単位であることが好ましい。
【００９７】
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（式中、X１及びＸ２は、それぞれ独立に、酸素原子または硫黄原子を表し、Ｒは前述と
同じ意味を表す。Ｒが複数ある場合、それらは同一でも異なっていてもよい。）
【００９８】
　原料化合物の入手性の観点から、前記式（ＩＩ－２）～（ＩＩ－６）中、X１及びＸ２

は、いずれも硫黄原子であることが好ましい。
【００９９】
　前記P型半導体材料は、２種以上の式（Ｉ）の構成単位を有していてもよく、２種以上
の式（ＩＩ）の構成単位を有していてもよい。
【０１００】
　インク溶媒に対する溶解性の観点から、前記高分子化合物は下記式（ＩＩＩ）で示され
る繰り返し単位を含んでいてもよい。
【０１０１】

【化１３】

〔式（ＩＩＩ）中、Ａｒ４はアリーレン基を表す。〕
【０１０２】
　アリーレン基とは、芳香族炭化水素から、水素原子２個を除いた原子団であり、縮合環
を持つもの、独立したベンゼン環又は縮合環２個以上が直接又はビニレン等の基を介して
結合したものも含まれる。アリーレン基は置換基を有していてもよい。置換基の前記の例
示と同様の置換基である。
　アリーレン基における置換基を除いた部分の炭素数は通常６～６０程度であり、好まし
くは６～２０である。アリーレン基の置換基を含めた全炭素数は、通常６～１００程度で
ある。
　アリーレン基の例としては、フェニレン基（例えば、下式１～３）、ナフタレンジイル
基（下式４～１３）、アントラセン－ジイル基（下式１４～１９）、ビフェニル－ジイル
基（下式２０～２５）、ターフェニル－ジイル基（下式２６～２８）、縮合環化合物基（
下式２９～３５）、フルオレン－ジイル基（下式３６～３８）、ベンゾフルオレン－ジイ
ル（下式３９～４６）などがあげられる。
【０１０３】
【化１４】

【０１０４】
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【０１０５】
【化１６】

【０１０６】
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【０１０７】

【化１８】

【０１０８】



(22) JP 2017-197765 A 2017.11.2

10

20

30

【化１９】

【０１０９】
【化２０】

【０１１０】
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【化２１】

【０１１１】
　本発明のインク組成物が含有する高分子化合物が、式（Ｉ）の構成単位および/または
式（ＩＩ）の構成単位を含む場合、式（Ｉ）の構成単位および式（ＩＩ）の構成単位の合
計量は、高分子化合物が含む全ての構成単位の量を１００モル%として、通常２０～１０
０モル%であり、p型半導体としての電荷輸送性の観点から４０～１００モル％であること
が好ましく、５０～１００モル％であることがより好ましい。
　本発明のインク組成物が含有する高分子化合物が、式（Ｉ）の構成単位および式（ＩＩ
）の構成単位を含む場合、式（Ｉ）の構成単位の量は、式（Ｉ）の構成単位および式（Ｉ
Ｉ）の構成単位の合計量を１００モル％として、通常２０～８０モル％であり、高分子化
合物の溶媒に対する溶解性の観点から３０～８０モル%であることが好ましく、４０～８
０モル％であることがより好ましい。
　本発明のインク組成物が含有する高分子化合物のポリスチレン換算の重量平均分子量は
、通常１×103～１×108であり、溶媒への溶解性の観点から、１×103～１×106であるこ
とが好ましい。
【０１１２】
　本発明のインク組成物中に、P型半導体材料は1種類含んでいてもよく2種類以上含んで
いてもよい。
【０１１３】
［N型半導体材料］
　本発明に使用されるN型半導体材料は、低分子化合物であっても高分子化合物であって
もよい。低分子のN型半導体材料（電子受容性化合物）の例としては、オキサジアゾール
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誘導体、アントラキノジメタン及びその誘導体、ベンゾキノン及びその誘導体、ナフトキ
ノン及びその誘導体、アントラキノン及びその誘導体、テトラシアノアントラキノジメタ
ン及びその誘導体、フルオレノン誘導体、ジフェニルジシアノエチレン及びその誘導体、
ジフェノキノン誘導体、８－ヒドロキシキノリン及びその誘導体の金属錯体、ポリキノリ
ン及びその誘導体、ポリキノキサリン及びその誘導体、ポリフルオレン及びその誘導体、
Ｃ60等のフラーレン類及びその誘導体、バソクプロイン等のフェナントレン誘導体等が挙
げられる。
【０１１４】
　高分子のN型半導体材料（電子受容性化合物）としては、ポリビニルカルバゾール及び
その誘導体、ポリシラン及びその誘導体、側鎖又は主鎖に芳香族アミンを有するポリシロ
キサン誘導体、ポリアニリン及びその誘導体、ポリチオフェン及びその誘導体、ポリピロ
ール及びその誘導体、ポリフェニレンビニレン及びその誘導体、ポリチエニレンビニレン
及びその誘導体、ポリフルオレン及びその誘導体等が挙げられる。なかでも、フラーレン
及びその誘導体が好ましい。
【０１１５】
　フラーレン及びフラーレン誘導体としてはＣ60、Ｃ70、Ｃ7６、Ｃ7８、Ｃ84及びその誘
導体が挙げられる。フラーレン誘導体とは、フラーレンの少なくとも一部が修飾された化
合物を表す。
【０１１６】
　フラーレン誘導体の例としては、式（N-1）で表される化合物、式（N-2）で表される化
合物、式（N-3）で表される化合物、式（N-4）で表される化合物が挙げられる。
【０１１７】
【化２２】

（式（N-1）～（N-4）中、Ｒａは、置換されていてもよいアルキル基、アリール基、１価
の複素環基又はエステル構造を有する基である。複数個あるＲａは、同一であっても相異
なってもよい。Ｒｂはアルキル基又はアリール基を表す。複数個あるＲｂは、同一であっ
ても相異なってもよい。）
【０１１８】
　Ｒａで表されるエステル構造を有する基は、例えば、式（１９）で表される基が挙げら
れる。
【０１１９】

【化２３】

（式中、ｕ１は、１～６の整数を表す、ｕ２は、０～６の整数を表す、Ｒｃは、アルキル
基、アリール基又は１価の複素環基を表す。）
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【０１２０】
　Ｃ６０フラーレンの誘導体の例としては、以下の化合物が挙げられる。
【０１２１】
【化２４】

【０１２２】
　Ｃ７０フラーレンの誘導体の例としては、以下の化合物が挙げられる。
【０１２３】

【化２５】

【０１２４】
　フラーレン誘導体の例としては、[６，６]フェニル－Ｃ６１酪酸メチルエステル（Ｃ６
０ＰＣＢＭ、[6,6]-Phenyl　C61　butyric　acid　methyl　ester）、[６，６]フェニル
－Ｃ７１酪酸メチルエステル（Ｃ７０ＰＣＢＭ、[6,6]-Phenyl　C71　butyric　acid　me
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thyl　ester）、[６，６]フェニル－Ｃ８５酪酸メチルエステル（Ｃ８４ＰＣＢＭ、[6,6]
-Phenyl　C85　butyric　acid　methyl　ester）、[６，６]チエニル－Ｃ６１酪酸メチル
エステル（[6,6]-Thienyl　C61　butyric　acid　methyl　ester）が挙げられる。
【０１２５】
　本発明のインク組成物中に、N型半導体材料は1種類含んでいてもよく2種類以上含んで
いてもよい。
【０１２６】
［P型半導体材料とN型半導体材料の組成］
　本発明のインク組成物中のP型半導体材料とN型半導体材料の重量比率は、光電変換効率
の観点から９：１～１：９であることが好ましく、２：１～１：９であることがより好ま
しく、１：１～１：９であることがさらに好ましく、１：１～１：５であることが特に好
ましい。
【０１２７】
［インク組成物中の固形分濃度］
　インク組成物中のP型半導体材料およびN型半導体材料を含む固形分濃度の重量比率は、
光電変換効率の観点から0.01wt%～20wt%であることが好ましく、0.01wt%～10%であること
がより好ましく、0.01wt%～5%であることがさらに好ましく、0.1%～5%であることが特に
好ましい。固形分は溶解していても分散していてもよいが、溶解していることが好ましく
、完全に溶解していることがより好ましい。
【０１２８】
＜薄膜＞
　本発明のインク組成物を用いて薄膜を成膜することができる。本発明の薄膜の好ましい
成膜方法は、本発明のインク組成物を用いて塗布法により塗膜を形成する工程と、前記塗
膜から溶媒を除去する乾燥工程とを含む成膜方法である。
【０１２９】
　塗膜の形成には、スリットコート法、ナイフコート法、スピンコート法、キャスティン
グ法、マイクログラビアコート法、グラビアコート法、バーコート法、ロールコート法、
ワイアーバーコート法、ディップコート法、スプレーコート法、スクリーン印刷法、グラ
ビア印刷法、フレキソ印刷法、オフセット印刷法、インクジェットコート法、ディスペン
サー印刷法、ノズルコート法、キャピラリーコート法等の塗布法を用いることができ、ス
リットコート法、キャピラリーコート法、グラビアコート法、マイクログラビアコート法
、バーコート法、ナイフコート法、ノズルコート法、インクジェットコート法、スピンコ
ート法が好ましい。
【０１３０】
　成膜性の観点からは、２５℃におけるインク組成物中の混合溶媒の表面張力が１０ｍＮ
／ｍより大きいことが好ましく、１０ｍＮ／ｍより大きく１００ｍＮ／ｍよりも小さいこ
とがより好ましく、１５ｍＮ／ｍより大きく６０ｍＮ／ｍよりも小さいことがさらに好ま
しい。
【０１３１】
　溶媒を除去する方法としては、熱風乾燥法、赤外線加熱乾燥法、フラッシュランプアニ
ール乾燥法、減圧乾燥法等の乾燥方法が挙げられる。
【０１３２】
＜電子素子＞
　本発明の電子素子は、第１の電極と第２の電極とを有し、第１の電極と該第２の電極と
の間に有機半導体層を有し、該有機半導体層に本発明の薄膜を含有する電子素子である。
【０１３３】
　本発明の薄膜は、高い電子及び／又はホール輸送性を発揮し得ることから、該薄膜を素
子に用いた場合、電極から注入された電子やホール、或いは、光吸収によって発生した電
荷を輸送することができる。これらの特性を活かして光電変換素子、有機薄膜トランジス
タ等の種々の電子素子に好適に用いることができる。以下、これらの素子について個々に
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説明する。
【０１３４】
＜光電変換素子＞
　本発明の光電変換素子は、第１の電極と第２の電極とを有し、前記第１の電極及び前記
第２の電極の間に活性層として本発明のインク組成物を用いて作製された薄膜を有する光
電変換素子である。第１の電極および第２の電極の少なくとも一方が透明又は半透明であ
ることが好ましい。
【０１３５】
　本発明の光電変換素子の一形態としては、第１の電極と第２の電極とを有し、前記第１
の電極及び前記第２の電極の間に２層以上の活性層を有し、活性層のうち少なくとも１層
が本発明のインク組成物を用いて作製された薄膜である光電変換素子である。
【０１３６】
　本発明の光電変換素子の他の態様は、第１の電極と第２の電極とを有し、前記第１の電
極及び前記第２の電極の間に本発明のインク組成物を用いて作製された薄膜を含む第１の
活性層と、該第１の活性層に隣接して、フラーレン誘導体等の電子受容性化合物を含む第
２の活性層とを有する光電変換素子である。
【０１３７】
　本発明の光電変換素子は、通常、基板上に形成される。この基板は、電極を形成し、有
機物の層を形成する際に化学的に変化しないものであればよい。基板の材料としては、例
えば、ガラス、プラスチック、高分子フィルム、シリコンが挙げられる。不透明な基板の
場合には、反対の電極（即ち、基板から遠い方の電極）が透明又は半透明であることが好
ましい。
【０１３８】
　透明又は半透明の電極材料としては、導電性の金属酸化物膜、半透明の金属薄膜等が挙
げられる。具体的には、酸化インジウム、酸化亜鉛、酸化スズ、及びそれらの複合体であ
るインジウム・スズ・オキサイド（ＩＴＯ）、インジウム・亜鉛・オキサイド等からなる
導電性材料、ＮＥＳＡ、金、白金、銀、銅が用いられ、ＩＴＯ、インジウム・亜鉛・オキ
サイド、酸化スズが好ましい。電極の作製方法としては、真空蒸着法、スパッタリング法
、イオンプレーティング法、メッキ法等が挙げられる。
　電極材料として、ポリアニリン及びその誘導体、ポリチオフェン及びその誘導体等の有
機の透明導電膜を用いてもよい。
【０１３９】
　一方の電極は透明又は半透明でなくてもよく、該電極の電極材料としては、金属、導電
性高分子等を用いることができる。電極材料の具体例としては、リチウム、ナトリウム、
カリウム、ルビジウム、セシウム、マグネシウム、カルシウム、ストロンチウム、バリウ
ム、アルミニウム、スカンジウム、バナジウム、亜鉛、イットリウム、インジウム、セリ
ウム、サマリウム、ユーロピウム、テルビウム、イッテルビウム等の金属、及びそれらの
うち２つ以上の合金、又は、１種以上の前記金属と、金、銀、白金、銅、マンガン、チタ
ン、コバルト、ニッケル、タングステン及び錫からなる群から選ばれる１種以上の金属と
の合金、グラファイト、グラファイト層間化合物、ポリアニリン及びその誘導体、ポリチ
オフェン及びその誘導体が挙げられる。合金としては、マグネシウム－銀合金、マグネシ
ウム－インジウム合金、マグネシウム－アルミニウム合金、インジウム－銀合金、リチウ
ム－アルミニウム合金、リチウム－マグネシウム合金、リチウム－インジウム合金、カル
シウム－アルミニウム合金等が挙げられる。
【０１４０】
　光電変換効率を向上させるための手段として活性層以外の付加的な中間層を使用しても
よい。中間層の材料としては、フッ化リチウム等のアルカリ金属、アルカリ土類金属のハ
ロゲン化物、酸化チタン等の酸化物、ＰＥＤＯＴ（ポリ－３，４－エチレンジオキシチオ
フェン）などが挙げられる。
【０１４１】
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＜光電変換素子の製造方法＞
　光電変換素子の好ましい製造方法は、第１の電極と第２の電極とを有し、該第１の電極
と該第２の電極との間に活性層を有する光電変換素子の製造方法であって、該第１の電極
上に本発明のインク組成物を塗布法により塗布して活性層を形成する工程、該活性層上に
第２の電極を形成する工程を有する素子の製造方法である。
【０１４２】
＜有機トランジスタ＞
　本発明のインク組成物を用いて作製した薄膜は、有機薄膜トランジスタにも用いること
ができる。有機薄膜トランジスタとしては、ソース電極及びドレイン電極と、これらの電
極間の電流経路となる有機半導体層（活性層）と、この電流経路を通る電流量を制御する
ゲート電極とを備えた構成を有するものが挙げられ、有機半導体層が上述した薄膜（有機
薄膜）によって構成されるものである。このような有機薄膜トランジスタとしては、電界
効果型、静電誘導型等が挙げられる。
【０１４３】
　電界効果型有機薄膜トランジスタは、ソース電極及びドレイン電極、これらの間の電流
経路となる有機半導体層（活性層）、この電流経路を通る電流量を制御するゲート電極、
並びに、有機半導体層とゲート電極との間に配置される絶縁層を備えることが好ましい。
　特に、ソース電極及びドレイン電極が、有機半導体層（活性層）に接して設けられてお
り、さらに有機半導体層に接した絶縁層を挟んでゲート電極が設けられていることが好ま
しい。電界効果型有機薄膜トランジスタにおいては、有機半導体層が、本発明のインク組
成物を用いて作製した薄膜を含む有機薄膜によって構成される。
【０１４４】
　静電誘導型有機薄膜トランジスタは、ソース電極及びドレイン電極、これらの間の電流
経路となる有機半導体層（活性層）、並びに電流経路を通る電流量を制御するゲート電極
を有し、このゲート電極が有機半導体層中に設けられていることが好ましい。特に、ソー
ス電極、ドレイン電極及び有機半導体層中に設けられたゲート電極が、有機半導体層に接
して設けられていることが好ましい。ここで、ゲート電極の構造としては、ソース電極か
らドレイン電極へ流れる電流経路が形成され、且つゲート電極に印加した電圧で電流経路
を流れる電流量が制御できる構造であればよく、例えば、くし形電極が挙げられる。静電
誘導型有機薄膜トランジスタにおいても、有機半導体層が、本発明の化合物を含む有機薄
膜によって構成される。
【０１４５】
＜素子の用途＞
　本発明の光電変換素子は、透明又は半透明の電極から太陽光等の光を照射することによ
り、電極間に光起電力が発生し、有機薄膜太陽電池として動作させることができる。有機
薄膜太陽電池を複数集積することにより有機薄膜太陽電池モジュールとして用いることも
できる。
【０１４６】
　電極間に電圧を印加した状態、あるいは無印加の状態で、透明又は半透明の電極から光
を照射することにより、光電流が流れ、有機光センサーとして動作させることができる。
有機光センサーを複数集積することにより有機イメージセンサーとして用いることもでき
る。
【０１４７】
　上述の有機薄膜トランジスタは、例えば電気泳動ディスプレイ、液晶ディスプレイ、有
機エレクトロルミネッセンスディスプレイ等の画素の制御や、画面輝度の均一性や画面書
き換え速度を制御のために用いられる画素駆動素子等として用いることができる。
【０１４８】
＜太陽電池モジュール＞
　有機薄膜太陽電池は、従来の太陽電池モジュールと基本的には同様のモジュール構造を
とりうる。太陽電池モジュールは、一般的には金属、セラミック等の支持基板の上にセル
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む構造をとるが、支持基板に強化ガラス等の透明材料を用い、その上にセルを構成してそ
の透明の支持基板側から光を取り込む構造とすることも可能である。具体的には、スーパ
ーストレートタイプ、サブストレートタイプ、ポッティングタイプと呼ばれるモジュール
構造、アモルファスシリコン太陽電池などで用いられる基板一体型モジュール構造等が知
られている。本発明の化合物を用いて製造される有機薄膜太陽電池も使用目的や使用場所
及び環境により、適宜これらのモジュール構造を選択できる。
【０１４９】
　代表的なスーパーストレートタイプあるいはサブストレートタイプのモジュールは、片
側又は両側が透明で反射防止処理を施された支持基板の間に一定間隔にセルが配置され、
隣り合うセル同士が金属リード又はフレキシブル配線等によって接続され、外縁部に集電
電極が配置されており、発生した電力を外部に取り出される構造となっている。基板とセ
ルの間には、セルの保護や集電効率向上のため、目的に応じエチレンビニルアセテート（
EVA）等様々な種類のプラスチック材料をフィルム又は充填樹脂の形で用いてもよい。
　また、外部からの衝撃が少ないところなど表面を硬い素材で覆う必要のない場所におい
て使用する場合には、表面保護層を透明プラスチックフィルムで構成し、又は上記充填樹
脂を硬化させることによって保護機能を付与し、片側の支持基板をなくすことが可能であ
る。支持基板の周囲は、内部の密封及びモジュールの剛性を確保するため金属製のフレー
ムでサンドイッチ状に固定し、支持基板とフレームの間は封止材料で密封シールする。ま
た、セルそのものや支持基板、充填材料及び封止材料に可撓性の素材を用いれば、曲面の
上に太陽電池を構成することもできる。ポリマーフィルム等のフレキシブル支持体を用い
た太陽電池の場合、ロール状の支持体を送り出しながら順次セルを形成し、所望のサイズ
に切断した後、周縁部をフレキシブルで防湿性のある素材でシールすることにより電池本
体を作製できる。また、Solar　Energy　Materials　and　Solar　Cells,　48,p383-391
記載の「SCAF」とよばれるモジュール構造とすることもできる。更に、フレキシブル支持
体を用いた太陽電池は曲面ガラス等に接着固定して使用することもできる。
【実施例】
【０１５０】
　以下、本発明をさらに詳細に説明するために実施例を示すが、本発明はこれらに限定さ
れるものではない。
【０１５１】
　本実施例では、下表に記載したP型半導体材料およびN型半導体材料を使用した。
【０１５２】
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【化２６】

【０１５３】
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【化２７】

【０１５４】
　P-1は、ＷＯ２０１３０５１６７６に記載の方法を参考に合成した。
　P-2は、特開２０１０－７４１２７号公報に記載の方法を参考に合成した。
　P-3は、１－material社製、商品名：PTB7（lot.YY6156）を使用した。
　P-4は、１－material社製、商品名：PCE10（lot.YY7132）を使用した。
　P-5は、Lumtec社製、商品名：PSBTBT（lot.　S9066-140930002）を使用した。
　P-6は、ＷＯ２０１１０５２７０９に記載の方法を参考に合成した。
　P-7は、特開２０１４－３１３６２号公報に記載の方法を参考に合成した。
　N-1は、フロンティアカーボン社製、商品名：E100（lot.11A0082-A）を使用した。
　N-2は、アメリカンダイソース社製、商品名：ADS71BFA（lot.11F034E）を使用した。
【０１５５】
　本実施例で使用した溶媒の水素結合ハンセンパラメーター（H）、極性ハンセンパラメ
ーター（P）、分散ハンセンパラメーター（D）および沸点（bp）は、下表のとおりである
。
【０１５６】
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【表１】

【０１５７】
＜実施例１＞
（インク組成物の調製）
　第一溶媒としてo-キシレン、第二溶媒としてアセトフェノンを用い、第一溶媒と第二溶
媒の重量比を97:3として混合溶媒を作製した。前記混合溶媒にP型半導体材料としてP-1を
組成物全体重量に対し0.5重量％、N型半導体としてN-1を組成物全体重量に対し1.0重量％
を混合し、85℃で3時間撹拌を行った後、孔径5μmのPTFEフィルターにて濾過を行い、イ
ンク組成物（Ｉ－１）を得た。
【０１５８】
＜実施例２～１５および調製例１～３＞
　第一溶媒、第二溶媒および第三溶媒を下表で用いた溶媒を使用した以外は、実施例１と
同量のP型半導体材料およびN型半導体材料を使用して、インク組成物（Ｉ－２）～（Ｉ－
１５）および（Ｃ－１）～（Ｃ－５）の作製を行った。
【０１５９】
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【表２】

【０１６０】
　表中ｄHは、第一溶媒の水素結合ハンセンパラメーター（H1）と第二溶媒の水素結合ハ
ンセンパラメーター（H2）との差（H2-H1）を表す。
　ｄPは、第一溶媒の極性ハンセンパラメーター（P1）と第二溶媒の極性ハンセンパラメ
ーター（P2）との差（P2-P1）を表す。
　ｄbpは、第一溶媒の沸点（bp1）と第二溶媒の沸点（bp2）との差（bp2-bp1）を表す。
【０１６１】
＜実施例１６＞
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（光電変換素子の作製と評価）
　スパッタ法により150nmの厚みでITO膜を付けたガラス基板をオゾンUV処理して表面処理
を行った。ポリ（3,4）エチレンジオキシチオフェン／ポリスチレンスルフォン酸を水に
溶解させた懸濁液（HCスタルクビーテック社製、Bytron　P　TP　AI4083）を孔径0.5μm
のフィルターでろ過した。ろ過後の懸濁液を、基板のＩＴＯ側にスピンコートして70nmの
厚みで成膜した。次いで、大気中において、ホットプレート上で200℃で10分間乾燥させ
、有機層を形成した。次に、インク組成物（Ｉ－１）を、該有機層上にスピンコートした
後、窒素雰囲気中で乾燥を行い、活性層を形成した。乾燥後の膜厚は約100nmであった。
その後、抵抗加熱蒸着装置内にて、活性層の上部にCaを約4nmの膜厚で成膜し、続いてＡ
ｌを約70nmの膜厚で成膜し、電極を形成した。次いで、エポキシ樹脂（急速硬化型アラル
ダイト）を封止剤として用いてガラス基板を接着することで封止処理を施し、光電変換素
子を得た。得られた光電変換素子の形状は2mm×2mmの正方形であった。得られた光電変換
素子にソーラシミュレーター（分光計器製、商品名：CEP－2000型、放射照度100mW/cm2）
を用いて一定の光を照射し、発生する電流と電圧を測定し、Jsc（短絡電流密度）を求め
た。
　短絡電流密度（Jsc）は14.67mA/cm2であった。
【０１６２】
＜実施例１７～３０および比較例１～５＞
　インク組成物（Ｉ－２）～（Ｉ－１５）および（Ｃ－１）～（Ｃ－５）を用いた以外は
、実施例６と同様の方法で光電変換素子の作製と評価を行った。結果を下表に示す。
【０１６３】

【表３】

【０１６４】
　実施例１６～３０の光電変換素子は、比較例１～５の光電変換素子と比較して、短絡電
流密度が高かった。
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【０１６５】
＜実施例３１～３３および調製例６～７＞
　第一溶媒および第二溶媒を下表に記載した溶媒を使用し、P型半導体材料としてP-1（組
成物全体重量に対し0.5重量％）、N型半導体材料としてN-2(組成物全体重量に対し1.0重
量％)を使用して、実施例１と同様の方法でインク組成物（Ｉ－１６）～（Ｉ－１８）お
よび（Ｃ－６）～（Ｃ－７）の作製を行った。
【０１６６】
【表４】

【０１６７】
＜実施例３４～３６および比較例６～７＞
　インク組成物（Ｉ－３１）～（Ｉ－３３）および（Ｃ－６）～（Ｃ－７）を用いた以外
は、実施例１６と同様の方法で光電変換素子の作製と評価を行った。結果を下表に示す。
【０１６８】
【表５】

【０１６９】
　実施例３４～３６の光電変換素子は、比較例６～７の光電変換素子と比較して、短絡電
流密度が高かった。
【０１７０】
＜実施例３７～３８および調製例８＞
　第一溶媒および第二溶媒を下表に記載した溶媒を使用し、P型半導体材料としてP-2（組
成物全体重量に対し0.5重量％）、N型半導体材料としてN-1(組成物全体重量に対し1.0重
量％)を使用して、実施例１と同様の方法でインク組成物（Ｉ－１９）～（Ｉ－２０）お
よび（Ｃ－８）の作製を行った。
【０１７１】
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【表６】

【０１７２】
＜実施例３９～４０および比較例６＞
　インク組成物（Ｉ－３７）～（Ｉ－３８）および（Ｃ－８）を用いた以外は、実施例１
６と同様の方法で光電変換素子の作製と評価を行った。結果を下表に示す。
【０１７３】

【表７】

【０１７４】
　実施例３９～４０の光電変換素子は、比較例８の光電変換素子と比較して、短絡電流密
度が高かった。
【０１７５】
＜実施例４１および調製例９～１１＞
　第一溶媒および第二溶媒を下表に記載した溶媒を使用し、P型半導体材料としてP-2（組
成物全体重量に対し0.5重量％）、N型半導体材料としてN-1(組成物全体重量に対し1.5重
量％)を使用して、実施例１と同様の方法でインク組成物（Ｉ－２１）および（Ｃ－９）
～（Ｃ－１１）の作製を行った。
【０１７６】
【表８】

【０１７７】
＜実施例４２および比較例９～１１＞
　インク組成物（Ｉ－２１）および（Ｃ－９）～（Ｃ－１１）を用いた以外は、実施例１
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６と同様の方法で光電変換素子の作製と評価を行った。結果を下表に示す。
【０１７８】
【表９】

【０１７９】
　実施例４２の光電変換素子は、比較例９～１１の光電変換素子と比較して、短絡電流密
度が高かった。
【０１８０】
＜実施例４３～４４および調製例１２＞
　第一溶媒および第二溶媒を下表に記載した溶媒を使用し、P型半導体材料としてP-3（組
成物全体重量に対し0.5重量％）、N型半導体材料としてN-2(組成物全体重量に対し0.75重
量％)を使用して、実施例１と同様の方法でインク組成物（Ｉ－２２）～（Ｉ－２３）お
よび（Ｃ－１２）の作製を行った。
【０１８１】

【表１０】

【０１８２】
＜実施例４５～４６および比較例１２＞
　インク組成物（Ｉ－２２）～（Ｉ－２３）および（Ｃ－１２）を用いた以外は、実施例
１６と同様の方法で光電変換素子の作製と評価を行った。結果を下表に示す。
【０１８３】

【表１１】

【０１８４】
　実施例４５～４６の光電変換素子は、比較例１２の光電変換素子と比較して、短絡電流
密度が高かった。
【０１８５】
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＜実施例４７～４８および調製例１３＞
　第一溶媒および第二溶媒を下表に記載した溶媒を使用し、P型半導体材料としてP-4（組
成物全体重量に対し0.5重量％）、N型半導体材料としてN-1(組成物全体重量に対し1.0重
量％)を使用して、実施例１と同様の方法でインク組成物（Ｉ－２４）～（Ｉ－２５）お
よび（Ｃ－１３）の作製を行った。
【０１８６】
【表１２】

【０１８７】
＜実施例４９～５０および比較例１３＞
　インク組成物（Ｉ－２４）～（Ｉ－２５）および（Ｃ－１３）を用いた以外は、実施例
１６と同様の方法で光電変換素子の作製と評価を行った。結果を下表に示す。
【０１８８】

【表１３】

【０１８９】
　実施例４９～５０の光電変換素子は、比較例１３の光電変換素子と比較して、短絡電流
密度が高かった。
【０１９０】
＜実施例５１および調製例１４＞
　第一溶媒および第二溶媒を下表に記載した溶媒を使用し、P型半導体材料としてP-5（成
物全体重量に対し1.0重量％）、N型半導体材料としてN-1(組成物全体重量に対し1.0重量
％)を使用して、実施例１と同様の方法でインク組成物（Ｉ－２７）および（Ｃ－１４）
の作製を行った。
【０１９１】
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【表１４】

【０１９２】
＜実施例５２および比較例１４＞
　インク組成物（Ｉ－２６）および（Ｃ－１４）を用いた以外は、実施例１６と同様の方
法で光電変換素子の作製と評価を行った。結果を下表に示す。
【０１９３】

【表１５】

【０１９４】
　実施例５２の光電変換素子は、比較例１４の光電変換素子と比較して、短絡電流密度が
高かった。
【０１９５】
＜実施例５３～５４および調製例１５＞
　第一溶媒および第二溶媒を下表に記載した溶媒を使用し、P型半導体材料としてP-6（組
成物全体重量に対し1.0重量％）、N型半導体材料としてN-1(組成物全体重量に対し2.0重
量％)を使用して、実施例１と同様の方法でインク組成物（Ｉ－２７）～（Ｉ－２８）お
よび（Ｃ－１５）の作製を行った。
【０１９６】
【表１６】

【０１９７】
＜実施例５５～５６および比較例１５＞
　インク組成物（Ｉ－２７）～（Ｉ－２８）および（Ｃ－１５）を用いた以外は、実施例
１６と同様の方法で光電変換素子の作製と評価を行った。結果を下表に示す。
【０１９８】
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【表１７】

【０１９９】
　実施例５５～５６の光電変換素子は、比較例１５の光電変換素子と比較して、短絡電流
密度が高かった。
【０２００】
＜実施例５７および調製例１６＞
　第一溶媒および第二溶媒を下表に記載した溶媒を使用し、P型半導体材料としてP-7（組
成物全体重量に対し1.0重量％）、N型半導体材料としてN-1(組成物全体重量に対し2.0重
量％)を使用して、実施例１と同様の方法でインク組成物（Ｉ－２９）および（Ｃ－１６
）の作製を行った。
【０２０１】
【表１８】

【０２０２】
＜実施例５８および比較例１６＞
　インク組成物（Ｉ－２９）および（Ｃ－１６）を用いた以外は、実施例１６と同様の方
法で光電変換素子の作製と評価を行った。結果を下表に示す。
【０２０３】
【表１９】

【０２０４】
　実施例５８の光電変換素子は、比較例１６の光電変換素子と比較して、短絡電流密度が
高かった。
【産業上の利用可能性】
【０２０５】
　本発明によれば、沸点及び水素結合ハンセン溶解度パラメータで規定した２種の溶媒を
含むことにより、高い短絡電流密度が得られる光電変換素子を作製することができるイン
ク組成物を提供することができる。
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